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３．計画に基づき実施する事業 
 事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

       設備の整備に関する事業 

 事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

事業区分６：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に 

関する事業 

 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 1．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

事業名 【No.1-1（医療分）】 

がん診療機器整備促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

132,000 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

鹿行保健医療圏，筑西・下妻保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（医療機関（がん診療連携拠点病院等）へ補助） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・がんの標準的治療を集学的に行い、県民に対して適切な医療を提供でき

るよう、診療機能の向上を図ることで、病床の機能分化を進める必要があ

る。 

アウトカム指標：  

・75 歳未満のがんによる年齢調整死亡率（人口 10 万人対）の減少 

 83.1（H27）→現況値 74.4（H30）→目標値 71.6（H30 全国平均値） 

事業の内容 ・がん診療連携拠点病院が存在しない二次保健医療圏（空白医療圏）の市

町村の居住者の診療を受けているがん診療連携拠点病院等におけるがん

医療機器の整備費用に対して補助。 

アウトプット指標 ・がん診療連携拠点病院等の整備促進 4 病院（R2） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

・がん患者の増加に伴い、病理診断や画像診断においてより正確かつ迅速

な診断が求められており、診断に係る診療機器（一般 X線撮影装置）等の

整備を促進し、検査時間の短縮など病院の診療機能を向上させることで、

がんによる死亡者を減少させる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

132,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

- 

基金 国（Ａ） (千円) 

29,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

14,667 

民 (千円) 

29,333 



 

 
 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

44,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

- 

その他（Ｃ） (千円) 

88,000 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 1．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

事業名 【No.1-2（医療分）】 

病床機能転換等促進事業（病床削減分） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

686,724 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 8年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

2025 年必要病床数に対応する医療提供体制の整備を進めていく上で、過

剰な病棟・病室を削減することが必要。 

アウトカム指標： 病床機能報告制度による報告数と 2025 年必要病床数の

差分の縮小。 

現況値 2,954 床過剰（H30 年度）→目標値 0床（R7 年度） 

事業の内容 ・医療機関の事業縮小に伴い不要となる病棟・病室を他の用途へ変更する

ために必要な施設整備・備品購入に要する経費に対して補助。 

アウトプット指標 補助活用による削減病床数 534 床（R2～R7） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域医療構想実現に向けて、病床削減に伴う財政支援を行うことにより、

適切な医療提供体制の構築を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

686,724 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

不明 

基金 国（Ａ） (千円) 

228,908 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

114,454 

民 (千円) 

不明 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

343,362 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

不明 

その他（Ｃ） (千円) 

343,362 

備考（注３） R2:57,227(千円)  R3:57,227(千円)  R4 以降:228,908(千円) 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 1．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

事業名 【No.1-3（医療分）】 

政策医療提供体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

648,269 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・地域医療構想に基づく医療機能の分化・連携を推進するためには、地域

において、小児・周産期・救急等の政策医療を担う拠点となる医療機関の

体制整備が必要である。 

・本県においては、政策医療を担う拠点となる医療機関の体制が脆弱であ

ることから、各地域医療構想調整会議の議論の中で、拠点整備に向けた集

約化や連携の構築による体制整備が課題となっている。 

アウトカム指標： 

＜小児医療提供体制整備＞ 

・幼児、小児死亡率(小児人口 10万人対)の減少 

 20.7 人(H28) →現況値 24.7 人(H30) →目標値 22.1 人(全国平均以下) 

＜周産期医療提供体制整備＞ 

・周産期母子医療センター施設数 

 総合：3病院、地域：3病院(R1) →総合：3病院、地域：4病院（日立

総合の再開） 

＜救急等地域医療提供体制整備＞ 

・救急搬送時間の短縮 

 42.7 分(H27) →現況値 43.2 分(H30) →目標値 39.4 分(全国平均以下) 

事業の内容 ＜小児医療提供体制整備＞ 

・小児救急医療の拠点となる病院の機能強化に必要な施設整備及び人材確

保に係る経費等を支援する。 

＜周産期医療提供体制整備＞ 

・周産期医療の拠点となる病院や分娩取扱医療機関の強化に必要な施設整

備及び人材確保に係る経費等を支援する。 

＜救急等地域医療提供体制整備＞ 

・地域の政策医療の拠点となる病院の機能強化に必要な施設整備及び人材

確保に係る経費等を支援する。 

 

→上記事業を実施することにより、政策医療を担う拠点病院が整備され、

医療機能の分化・連携が進み、不足している回復期病床の整備が促進され

るとともに、高度急性期、急性期病床へ適正な患者が入院することになり、

在院日数の短縮にも寄与する。 

アウトプット指標 ＜小児医療提供体制整備＞ 

・補助施設数 輪番制：3、拠点病院制：5（R2） 

・拠点病院の体制整備支援 →日立総合、ＪＡとりで 



 

 
 

＜周産期医療提供体制整備＞ 

・補助施設数 39 施設（R2） 

・拠点病院の体制整備支援 →日立総合、土浦協同 

＜救急等地域医療提供体制整備＞ 

・拠点病院の体制整備支援 →神栖済生会、常陸大宮済生会 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

政策医療を担う拠点病院への施設整備等の支援を行うことにより、政策医

療を担う拠点病院の体制の充実を図り、地域医療構想の実現に向けた機能

分化・連携を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

648,269 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

不明 

基金 国（Ａ） (千円) 

392,982 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

196,491 

民 (千円) 

不明 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

589,473 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

不明 

その他（Ｃ） (千円) 

58,796 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.2-1（医療分）】 

訪問看護支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,140 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（茨城県看護協会へ委託） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・在宅医療の多様な医療ニーズに対応できる訪問看護師の養成と在宅

医療を担う人材の確保が必要。 

アウトカム指標： 【茨城県保健医療計画】 

・訪問看護ステーション数（人口 10 万人当たり） 

5.5 カ所（H30 年度）→ 目標値 7.9 カ所(R2 年度) 

事業の内容 ・在宅医療の多様な医療ニーズに対応できる訪問看護師の養成のため、

研修を実施。 

（研修内容）訪問看護師養成、訪問看護ステーション管理者・指導者

養成、訪問看護専門分野（小児・終末期・難病・精神など） 

アウトプット指標 ・研修３種類（上記の「事業の内容」参照）実施 

・訪問看護師養成研修    100 人/年 

・看護管理者・指導者研修   30 人/年   

・訪問看護専門分野研修    80 人/年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・訪問看護に関する研修を行うことで、訪問看護師の量的拡大、機能

拡大、看護実践能力を備えた質の高い在宅医療を担う人材を養成す

る。これにより地域医療を担う訪問看護事業所数の増加へつなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,140 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

- 

基金 国（Ａ） (千円) 

10,093 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,047 

民 (千円) 

10,093 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

15,140 

うち受託事業等

（再掲） 

10,093 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

- 

備考  

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.2-2（医療分）】 

看護師特定行為研修推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,271 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県(医療機関（筑波大学附属病院、筑波メディカルセンター病院、

水戸済生会総合病院等）) 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・限られた人材を活用して、在宅医療等の推進を図るため、医師の判

断を待たずに、手順書により一定の診療の補助を行う看護師を養成

し確保することが必要。 

アウトカム指標： 【茨城県総合計画】 

・特定行為研修を修了した看護師数 

令和元年 10 月現在：62人 → 令和 7年：380 人 

事業の内容 ・特定行為研修の受講者促進のため、訪問看護ステーションや病院等

の管理者や看護師等を対象とした制度周知の説明会の開催及び受講

料や代替職員の人件費等を補助。 

アウトプット指標 ・看護師の特定行為研修制度に関する説明会の開催 1 回 

・看護師の特定行為研修受講料等の補助      50 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・制度周知の説明会により、研修の必要性や受講方法等を周知し、受

講料の助成により研修受講者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,271 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

2,713 

 基金 国（Ａ） (千円) 

10,847 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,424 

民 (千円) 

8,134 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

16,271 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

- 

その他（Ｃ） (千円) 

- 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.2-3（医療分）】 

いばらきがん患者トータルサポート事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,801 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

がんの罹患率や死亡率が上昇し、在宅で療養生活を送るがん患者が増加

する中、がん患者が住み慣れた地域で安心して療養生活を送ることができ

るよう、支援体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：  

・がん患者の在宅死亡割合 

11.2%（H29）→現況値 11.7％（H30）→目標値 14.7%（R2） 

事業の内容 ・がん患者の療養生活に係る悩みなどの相談対応や、訪問看護ステーショ

ンなど在宅医療に関する情報提供などを行う「みんなのがん相談室」を設

置し、がん患者やその家族を支援する。 

アウトプット指標 ・「みんなのがん相談室」の相談件数 年間相談件数 1,000 件 

・    同     相談者満足度 役に立った 85％ 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

・「みんなのがん相談室」を設置し、がん患者等の療養生活を支援するこ

とにより、在宅で療養生活を送るがん患者の増加が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,801 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

‐ 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,714 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,858 

民 (千円) 

7,714 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,572 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

7,714 

その他（Ｃ） (千円) 

13,229 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.2-4（医療分）】 

いばらき安心医療体制整備推進事業 

（小児医療） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,627 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（訪問看護師等の研修会の開催は県立こども病院へ委託） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児医療の充実が子育て支援や少子化対策の重要な柱と位置付けられる

中、医療技術等の進歩によって、在宅医療を必要とする小児が増加してお

り、小児在宅医療の充実が求められている。 

アウトカム指標：  

小児対応訪問看護ステーションにおける機能強化型訪問看護ステーショ

ンの割合（現況値（R1）16.3％→目標値（R2）17.0％） 

事業の内容 ・小児在宅医療に係るワーキンググループの開催 

・訪問看護師等の研修会の開催 

アウトプット指標 ・小児在宅医療に係るワーキンググループの開催：年 3 回程度 

・訪問看護師等の研修会の開催：年 3 回程度 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

小児在宅医療関係者間の連携強化と訪問看護師等のスキルアップによっ

て、小児在宅医療の充実が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

31,627 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

950 

基金 国（Ａ） (千円) 

950 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

476 

民 (千円) 

-   

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,426 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

    - 

その他（Ｃ） (千円) 

30,201 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.2-5（医療分）】 

在宅医療推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

80,318 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（茨城県医師会へ委託）、郡市医師会等 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療の需要増加に対応するため，地域包括ケアシステムの構築及び推

進を図る必要がある。 

アウトカム指標：  

看取り数 93.5 人（R1）→ 99.4 人（R2）→ 105.7 人（R3） 

事業の内容 ・茨城型地域包括ケアシステム推進員を県医師会に配置し、在宅医療を実

施する医師の掘り起こしを行うとともに、在宅医療の参入促進を図るため

の医師等に対する研修会を実施。 

・在宅医療を提供する診療所等が行うグループ化に要する経費への補助 

アウトプット指標 グループ構築数 

30 か所（R1） → 39 か所（R2） → 48 か所（R3） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

医療資源を効率的かつ効果的に活用するための「医療提供施設等のグルー

プ化」を推進することで、在宅医療への参入促進が図られ、看取り数の増

加につながることが期待される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

80,318 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

－ 

基金 国（Ａ） (千円) 

53,545 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

26,773 

民 (千円) 

53,545 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

80,318 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

40,424 

その他（Ｃ） (千円) 

－ 

備考（注３） （R2）40,159 千円，（R3）40,159 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

  



 

 
 

事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.2-6（医療分）】 

地域ケア推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

50,559 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができ

るよう、高齢者のみならず、すべての要援護者に対し、医療・介護予防・

住まい・生活支援が一体的に提供される茨城型地域包括ケアシステムの構

築する必要がある。 

アウトカム指標：  

看取り数 93.5 人（R1）→ 99.4 人（R2）→ 105.7 人（R3） 

事業の内容 ・地域ケアコーディネーターの配置に要する経費の補助（在宅ケアチーム

の編成、サービス調整会議の開催、サービスの提供等） 

・在宅医療を提供する事業所等の新規開設または取組拡充に伴う医療機器

等の整備に要する経費の補助 

・市町村等が行う地域包括ケア推進に資する住民サービスを提供する拠点

整備に要する経費の補助 

アウトプット指標 多職種参画による地域ケア会議開催市町村数 

 26 市町村（R1）→ 44 市町村（R2）→ 44 市町村（R3） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域ケア会議等の開催を通して「コーディネート機能」や「多職種協働に

よる支援機能」が発揮され、看取りを望む患者や家族への対応が推進され

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

50,559 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

27,439 

基金 国（Ａ） (千円) 

27,439 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

13,720 

民 (千円) 

－ 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

41,159 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

－ 

その他（Ｃ） (千円) 

9,400 

備考（注３） （R2）19,629 千円，（R3）21,530 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

  



 

 
 

事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.2-7（医療分）】 

地域リハビリテーション促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

22,288 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（一部を茨城県リハビリテーション専門職協会へ委託） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築及び在宅医療の需要増加等に対応するため、

高齢者や障害者など誰もが住み慣れた地域で適切なリハビリテーション

を受けられるよう、医療機関等のネットワークを構築する必要がある。 

アウトカム指標：  

リハビリ専門職員数（リハビリ三士会団体加盟人数） 

 3,407 人（R1） → 3,541 人（R2） → 3,584（R3） 

事業の内容 ・県指定拠点が行う地域リハビリテーション推進に要する経費の補助 

・県支援センター（県立医療大学付属病院）に地域リハビリテーション担

当職員を配置し、地域リハビリテーション推進拠点の発掘やリハビリ専門

職に対して研修会等を開催する。 

・若手のリハビリ専門職を対象とした研修体制構築に要する経費の補助 

アウトプット指標 地域リハビリテーション推進拠点数 

 81 拠点（R1） → 84 拠点（R2） → 87 拠点（R3） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域リハビリテーション推進拠点を中心とした関係機関の連携協力体制

を構築することで、地域におけるリハビリテーションの支援が図られ、県

内におけるリハビリ専門職員数の増加につながることが期待される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

22,288 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

12,143 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,841 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,421 

民 (千円) 

2,698 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

22,262 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,698 

その他（Ｃ） (千円) 

26 

備考（注３） （R2）11,131 千円，（R3）11,131 千円 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
 



 

 
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 4. 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-1（医療分）】 

小児医療環境づくり支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

64,888 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（民間等へ委託） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児科医不足や地域偏在のなかで、小児初期診療体制の補強をするほか、

小児救急患者における軽症者に適正利用を促す必要がある。 

アウトカム指標：  

小児救急搬送患者のうち、軽症者割合の減 

現況値：77.4%（H30） → 目標値：77.0%（R2） 

事業の内容 ①地域の内科医等に対する小児救急患者の初期診療を行うための研修 

②保護者の不安軽減・解消を図るとともに、小児科医の負担を軽減す 

るため、子どもの急病等に関する身近な電話相談窓口を設置 

アウトプット指標 ①研修実施回数 １回 

②こども救急電話相談（#8000）の相談件数 

 現況値：34,194 件（H30） → 目標値：48,000 件（R2） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

①小児科以外の診療医に小児初期救急の研修を実施することで、小児救急

医療機関の負担軽減を図る。 

②救急電話相談の実施により、夜間・休日に小児救急医療機関を受診する

軽症患者に適正利用を促す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

64,888 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

-  

基金 国（Ａ） (千円) 

42,906 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

21,454 

民 (千円) 

42,906 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

64,360 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

42,906 

その他（Ｃ） (千円) 

528 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 



 

 
 

事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-2（医療分）】 

看護職員ブラッシュアップ研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,143 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（茨城県看護協会・助産師会へ委託） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・医療技術の進歩による高度な専門知識と技術を習得し、よりきめ細

かな看護サービスを提供できる看護職員の地域定着が必要。 

アウトカム指標： 【病院看護実態調査（2018）】 

・看護職員離職率   現状値 10.5％（H29 年度） 

          →目標値 10.5％（R2 年度） 

事業の内容 県看護協会と連携しながら地域のニーズに合った研修を実施 

・質の向上対策研修：看護実務者研修・看護教員継続研修 

・早期離職対策研修：新人看護職員研修（多施設合同研修・研修責任

者研修・教育担当者研修・実施指導者研修）看護実習指導者研修 

アウトプット指標 ・質の向上対策研修  3,680 人/年  

・早期離職対策研修  1,755 人/年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・看護基礎教育及び現任教育の質の向上により、看護職員の離職率の

低下を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,143 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

- 

基金 国（Ａ） (千円) 

8,095 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,048 

民 (千円) 

8,095 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,143 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

8,095 

その他（Ｃ） (千円) 

- 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-3（医療分）】 

看護職員定着促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

45,591 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県(水戸赤十字病院、白十字総合病院、協和中央病院、小山記念病

院、県立こども病院等) 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・看護職員の需要が高まる中、新人の段階における離職防止を図ると

ともに、医療現場において他職種と協働する看護職員の確保を図る

ことが必要。 

アウトカム指標：【病院看護実態調査(日本看護協会)】 

・新人看護職員研修受講者の離職率 7.5％以下（H29 年県内平均 7.7％） 

事業の内容 ・新人看護職員研修事業 

  安全で質の高い看護を提供するために、新人看護職員に対して病

院が実施する研修等経費を補助（補助率 1/2）し、離職率の低下に努

める。 

・協働推進研修事業 

  医療機関への委託により看護職以外の医療従事者との連携を図る

ための研修等（看護職員への薬剤の投与量調節等）を実施し、チー

ム医療推進を図ると共に看護職員の専門性を高める。 

アウトプット指標 ・新人看護職員研修事業の申請施設 50 施設程度／年 

・チーム医療推進に資する研修及び専門性を高める研修を実施できる

施設 2施設程度／年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・新人看護職員等の研修の実施により、医療現場への適応を促進する

ことで離職を防止し、看護職員の確保定着を図る。 

・多職種研修、地域の看護職員に幅広く教授する研修を実施すること

で、看護職の専門性を高め、タスクシフトを図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

45,591 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

19,665 

基金 国（Ａ） (千円) 

28,342 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

14,171 

民 (千円) 

8,677 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

42,513 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

3,290 

その他（Ｃ） (千円) 

3,078 

備考  

 



 

 
 

事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-4（医療分）】 

専任教員養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,778 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・県内養成所では、これまで全養成所において定員数の専任教員要件

を取得したところ。さらに、質の高い看護職員を育成するためには、

定員外も含めた全教員の専任教員要件取得が求められる。 

アウトカム指標： 【第７次保健医療計画】 

・看護職員数：現況値 27,984 人（H30 年末）→目標値 30,044 人（R5） 

事業の内容 ・看護職員の養成に携わる保健師・助産師・看護師に対して、必要な

知識や技術を習得する専任教員養成講習会を実施。 

 実施期間：１年間 

 実施場所：県立医療大学 

 受講定員：30名 

アウトプット指標 ・講習会の受講者数 30 名／年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・定員外のうち講習会未受講者及び新規採用教員を対象に専任教員養

成講習会を開催し、教員全員を専任教員とすることにより、質の高

い看護職員の育成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,778 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

4,355 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,355 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,178 

民 (千円) 

- 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,533 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

- 

その他（Ｃ） (千円) 

3,245 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-5（医療分）】 

病院内保育所運営助成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

254,355 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（医療機関） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・国が示す第七次看護職員需給見通しにおいて、本県は需要数を満た

しておらず、子育てや育児を契機とした離職を防止することによっ

て定着促進を図る必要がある。 

アウトカム指標：【病院看護実態調査(日本看護協会)】 

・看護職員離職率  

現況値 10.5％（H29 年度）→ 目標値 10.5％（R2年度） 

事業の内容 ・離職の一因となっている子育てや育児のための就労環境づくりのた

め、病院及び診療所に従事する職員のための保育施設運営事業に対

して支援。 

アウトプット指標 ・補助対象箇所数：53医療機関 

※県内病院内保育所 70 施設のうち補助要件に適合する施設が対象 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・医療機関に対して補助を行うことにより看護職員の就労環境を改善

し、離職率の低下を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

254,355 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

- 

基金 国（Ａ） (千円) 

152,382 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

76,192 

民 (千円) 

152,382 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

228,574 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

- 

その他（Ｃ） (千円) 

25,781 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-6（医療分）】 

看護師等養成所運営助成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

376,969 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（看護師等養成所） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・国が示す第７次看護職員需給見通しにおいて、本県は需要数を満た

しておらず、看護職員の養成を図る必要がある。 

アウトカム指標：【第７次茨城県保健医療計画】 

・看護職員数 現況値 27,984 人（H30 年末）→目標値 30,044 人（R5） 

事業の内容 ・看護職員の養成を図るため、専任教員の配置や実習経費など養成所

の運営に対して補助。 

アウトプット指標 ・補助の実施 看護師等養成所 18校 22 課程 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・看護師等養成所の運営に対して補助し、養成所が現場のニーズに対

応した教員の採用や安定した実習先の確保などに努めることで、本

県の看護職員就業者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

376,969 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

- 

基金 国（Ａ） (千円) 

240,540 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

120,270 

民 (千円) 

240,540 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

360,810 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

- 

その他（Ｃ） (千円) 

16,159 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-7（医療分）】 

看護職員確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

53,886 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（茨城県看護協会） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・本県の看護職員数は全国 43 位と低迷。更なる看護職員確保のため、

潜在看護師の復職支援や就労環境を整える必要がある。 

アウトカム指標：【病院看護実態調査(日本看護協会)】 

・看護職員離職率：10.5％（H29 年度）→10.5％（R2 年度） 

事業の内容 ・定着コーディネータ―による施設の就労環境等派遣相談の実施。 

・ナースバンクの最新情報の提供や登録管理の充実。 

・再就業研修の周知活動を実施し、未就業看護職員の掘り起こし及び

再就業促進に向けた相談及び研修を支援。 

アウトプット指標 ・就労改善に向けた施設相談員の派遣（40 回以上） 

・看護師等学校養成所の学生に向けたナースバンクの周知活動（５校

以上）。 

・ニーズに応じたシミュレーション（再就業支援）研修の導入（県内

３か所） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・未就業看護職員の掘り起こしや勤務環境の整備により、看護職員の

就業や定着を促進し、看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

53,886 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

∸ 

基金 国（Ａ） (千円) 

30,938 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

15,470 

民 (千円) 

30,938 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

46,408 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

30,938 

その他（Ｃ） (千円) 

7,478 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-8（医療分）】 

潜在看護職員再就業推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,200 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

常陸太田・ひたちなか保健医療圏、鹿行保健医療圏、つくば保健医療

圏、取手・竜ケ崎保健医療圏、筑西・下妻保健医療圏、古河・坂東保

健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（医療機関） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・本県の看護職員数は全国 43 位と低迷しており、更なる看護職員確保

のため、潜在看護職員の復職を支援していく必要がある。 

アウトカム指標:【潜在看護職員再就業支援研修事業実績】 

・再就業支援試用研修受講者の就業率 

現況値 71％（H30 年度）→100％（R2 年度） 

事業の内容 ・看護職員の再就業を促進するため、各病院が実施する潜在看護職員の

試用研修等経費を補助。 

アウトプット指標 ・潜在看護職員再就業支援研修受講生８名／年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・潜在看護職員は復職に関して不安が強いため、就業を希望する施設で試

用研修を行うことで、再就業を推進できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,200 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

∸ 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,133 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,067 

民 (千円) 

2,133 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,200 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

2,133 

その他（Ｃ） (千円) 

- 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 4.医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-9（医療分）】 

医師修学資金貸与事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

600,000 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の地域医療に従事する医師の確保と定着促進及び医師の地域偏在の

解消を図る必要がある。 

アウトカム指標：【茨城県保健医療計画】 

県内医師数 現況値 5,682 人(H30.12)→目標値 6,400 人(R5) 

事業の内容 ①医師修学資金貸与事業 

県内高校出身者又は県内居住者の子で県外の医学部に在学する者及び

筑波大学医学群医学類に在学する者に対し、将来、知事が指定する医療機

関等で従事することを条件とし、修学資金を貸与。 

②地域医療医師修学資金貸与事業 

地域枠入学者に対し、将来、知事が指定する医療機関等で従事することを

条件とし、修学資金を貸与。 

アウトプット指標 修学資金の貸与 計 272 人（うち新規 48人） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

将来茨城県内で医師として従事しようとする学生を対象に修学資金を貸

与することにより、医師の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

600,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

389,564 

基金 国（Ａ） (千円) 

389,564 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

194,783 

民 (千円) 

- 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

584,347 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

- 

その他（Ｃ） (千円) 

15,653 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-10（医療分）】 

看護師等修学資金貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

124,819 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

常陸太田・ひたちなか保健医療圏、鹿行保健医療圏、取手・竜ケ崎保

健医療圏、筑西・下妻保健医療圏、古河・坂東保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・県内で生じている看護職員の偏在を解消することが必要。 

アウトカム指標：【就業動向調査(医療人材課)】 

・看護職員不足地域である５つの二次保健医療圏における看護職員数

を県平均まで増加させる。 

現況値（H30 年度） 

常陸太田・ひたちなか 840.7 人、鹿行 748.3 人，取手・龍ヶ崎 1037.4 人、筑西・

下妻 863.6 人、古河・坂東 953.8 人 ※人口 10 万対 

目標値（R2 年度） 

県平均 1,077.9 人 ※人口 10 万対 

事業の内容 ・将来県内の看護職員不足地域において看護職員としての業務に従事

しようとする看護師等養成所在学中の学生に対して修学資金を貸与 

アウトプット指標 ・貸与人数 計 306 人（新規 138 人 継続 168 人） 

・「看護師等修学資金制度」貸与者の看護職員不足地域就業率 100％ 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・将来県内の看護職員不足地域に従事しようとする学生を対象に修学

資金を貸与することにより、看護職員不足地域への就業を促進させ、

看護職員の偏在解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

124,819 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

52,049 

基金 国（Ａ） (千円) 

52,049 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

26,025 

民 (千円) 

- 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

78,074 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

- 

その他（Ｃ） (千円) 

46,745 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-11（医療分）】 

県立等看護専門学校学習環境整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

27,953 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

水戸保健医療圏、つくば保健医療圏、筑西・下妻保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（公益財団法人筑波メディカルセンター、公益財団法人茨城県

看護教育財団） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・若年人口が減少し他職種との競争が激しくなる中で、看護師養成所

の環境を整備することで魅力を高め、学生数の確保を図る。 

アウトカム指標：【保健師助産師看護師法 14 条に基づく年次報告 】 

・定員充足率 現況値 93.2%（R元年度）→ 目標値 95.2%（R2 年度） 

事業の内容 （対  象）①中央看護専門学校 ②つくば看護専門学校 ③結城看

護専門学校 

（事業概要）学生寮屋上防水工事、校舎空調設備改修等 

アウトプット指標 ・看護専門学校の校舎・宿舎の施設・設備の改修に対する補助 3 か所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・看護専門学校の校舎・宿舎の施設・設備の改修を行い、学習環境・

教育環境を充実させることにより魅力を高め、学生数の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

27,953 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

17,777 

基金 国（Ａ） (千円) 

18,421 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,211 

民 (千円) 

644 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

27,632 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

- 

その他（Ｃ） (千円) 

321 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 4. 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-12（医療分）】 

医師確保計画策定事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,608 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 79 号）に基

づき、地域医療対策協議会の機能強化を図るとともに、ＰＤＣＡサイクル

に基づき、医師確保計画を推進する。 

アウトカム指標： 

最優先で医師確保に取り組む医療機関・診療科 16 名 

（5 医療機関、4診療科） （R1 年）13.1 名 → （R2.9 月）16 名 

※R2 末の目標については、地域医療対策協議会において協議予定 

事業の内容 ①医師確保計画の冊子印刷 

令和元年度に策定した茨城県医師確保計画の冊子を県内医療機関や

関係団体等へ配布する。 

②地域医療対策協議会の開催 

  茨城県医師確保計画に基づく医師確保対策について、地域医療対策協

議会において協議を行う。 

アウトプット指標 ・医師確保計画の冊子印刷（1,000 部） 

・地域医療対策協議会の開催（年４回） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

医師確保計画について、県内の医療機関・関係団体等への周知を図ると

ともに、地域医療対策協議会で医師確保対策等を協議・公表することによ

り、計画の実行的な推進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,608 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,738 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,738 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

870 

民 (千円) 

－ 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,608 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

－ 

その他（Ｃ） (千円) 

－ 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



 

 
 

事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-13（医療分）】 

歯科技工士等養成所設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,922 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

水戸保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県歯科医師会 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護 

ニーズ 

・若年人口が減少し他職種との競争が激しくなる中で、歯科技工士養

成所の環境を整備することで魅力を高め、学生数の確保を図る。 

アウトカム指標：【歯科技工士学校養成所指定規則 5条に基づく報告】 

・定員充足率 現況値 40.0%（R元年度）→ 目標値 50.0%（R2 年度） 

事業の内容 （対  象）①茨城歯科専門学校歯科技工士科 

（事業概要）バリアフリー化工事、空調設備改修工事 

アウトプット指標 ・歯科技工士養成所の校舎の施設・設備の改修に対する補助 1か所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・歯科技工士養成所の校舎の施設・設備の改修を行い、学習環境・教

育環境を充実させることにより魅力を高め、学生数の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,922 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

∸ 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,973 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,987 

民 (千円) 

3,973 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,960 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

- 

その他（Ｃ） (千円) 

5,962 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-14（医療分）】 

がん専門医療従事者育成推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,000 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県（医療機関へ補助） 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

増加するがん患者に対し適切な医療・介護サービスが提供されるようがん

に関する専門の医療従事者の育成促進が必要である。 

アウトカム指標：  

75 歳未満のがんによる年齢調整死亡率（人口 10 万人対）の減少 

83.1（H27）→現況値 74.4（H30）→目標値 71.6（H30 全国平均値） 

事業の内容  県内の看護師及び薬剤師が、がん医療に関する専門的な資格の取得に要

する経費の一部に対して補助。（補助対象資格：がん看護専門看護師、緩

和ケア認定看護師、がん薬物療法認定薬剤師等） 

アウトプット指標 補助対象資格を有するがん専門医療従事者の増加 

新規取得者 13 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

 がん専門医療従事者を増加させることで、がん患者に対する医療・介護

サービスの質の向上を図り、がんによる死亡を減少させる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

- 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,167 

民 (千円) 

4,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

- 

その他（Ｃ） (千円) 

6,500 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

事業の区分 4.医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4-15（医療分）】 

障害児等支援施設体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

80,000 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・障害児等へ医療及び福祉的な支援体制整備のため、一体的な支援を行う

ことが可能な施設において、十分な医師等の確保・育成が必要である。 

・この障害児等支援の中核施設に対し、体制整備に係る支援を行うことで、

医療やリハビリが必要な県内の障害児等支援の強化を図ることが可能

となるほか、新生児医療と直結し、術後の障害児の受け入れ、長期治療

や療養、特別支援学校との連携を通じ、社会への適応と自活できる力を

養わせていくことができる。 

・障害児等支援の中核施設は、茨城県地域リハビリテーション支援体制に

おいても、県が指定する小児リハ推進支援センターとして役割が付与さ

れることから、広域的に小児リハビリの関係機関に対し、技術的な支援

がより積極的に行われることが期待できる。 

アウトカム指標：  

・障害児施設の中核施設における１月あたりの外来診療件数の増 

現況値 2,400 件（R1）→目標値 2,700 件（R2） 

※ 障害児等対応の外来診療件数 

事業の内容 ・障害児施設の中核施設における体制を整備し、障害児等を取り扱う医師

等の確保・育成を図る（新専門医制度の動向に注視）。 

（補助対象経費）医師等の人件費に係る経費 

アウトプット指標 ・障害児施設の中核施設で従事する障害児等の医師の増 

常勤換算医師数 7.5 人（R1）→ 9人（R2） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

・医師が確保されれば、在宅も含め、障害児等が医療と福祉の一体的な支

援を受ける機会が増える。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

80,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

- 

基金 国（Ａ） (千円) 

53,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

26,667 

民 (千円) 

53,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

80,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

- 

その他（Ｃ） (千円) 

- 

備考（注３）  
 
(2) 事業の実施状況 
別紙 1「事後評価」のとおり。 



 

 
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ６．勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

事業名 【No.6-1（医療分）】 
地域医療勤務環境改善体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

655,158千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全保健医療圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2024年4月からの医師に対する時間外労働の上限規制の適用開

始に向け、医師の労働時間短縮を進める必要がある。 

アウトカム指標：  

・医師事務作業補助体制加算を取得した医療機関の増加 

 22(12.7％)病院(R2.3) → 86(50%)病院（R3.3） 

・特定行為研修を修了した看護師の増加(第7次保健医療計画) 

 平成29年：13人 → 令和5年：300人 

事業の内容 勤務医の労働時間短縮のための体制整備に要する費用等を助成

する。 

アウトプット指標 補助対象医療機関 21病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境とな

っている医療機関を対象に、勤務医の労働時間短縮に向けた総

合的な取組に要する経費を支援することで、勤務医の労働時間

の短縮、勤務医の働き方改革の推進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

655,158 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

145,236 

基金 国（Ａ） (千円) 

291,181 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

145,591 

民 (千円) 

145,945 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

436,772 

うち受託事業等（

再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

218,386 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 



 

 
 

<介護分> 

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.3-1（介護分）】 

地域密着型老人福祉施設整備推進事業 
 老人福祉施設開設準備経費助成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,716,318 千円 

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

身近な地域で、地域の特性に応じた、多様で柔軟なサービス提供が可能とな

るよう、地域密着型サービスの充実を図る。 

アウトカム指標：地域密着型サービス施設の定員総数及び施設数を増加させ

る。 

【第 7期いばらき高齢者プラン 21 計画期間：平成 30 年度～令和 2年度】 

・地域密着型介護老人福祉施設       ＋122 床 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所    ＋13 か所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ＋11 か所 

・地域包括支援センター          ＋４か所 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム        97 床（3か所） 

 小規模多機能居宅介護支援事業所       5 か所 

 認知症高齢者グループホーム         3 か所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所       2 か所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   1 か所 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援を行う。 

アウトプット指

標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等

を支援することにより、下記目標に向けて地域の実情に応じた介護サービス提

供体制の整備を促進する。 
【いばらき高齢者プラン 21 計画期間：平成 30 年度～令和 2年度】 

・地域密着型介護老人福祉施設      1,073 床 → 1,195 床 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所    ６か所 → 19 か所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ８か所 → 19 か所 



 

 
 

・地域包括支援センター         148 か所 → 152 か所 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

いばらき高齢者プラン 21 に基づき、地域密着型サービス施設等の整備を行う

ことにより、地域密着型サービス施設等の定員総数及び施設数を増加させる。 

事業に要する費

用の額 事業内容 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 
（注２） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サー

ビス施設等の整備 

(千円) 

785,308 

(千円) 

523,539 

(千円) 

261,769 

(千円) 

- 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経

費 

(千円) 

880,524 

(千円) 

587,016 

(千円) 

293,508 

(千円) 

- 

③介護保険施設等

の整備に必要な定

期借地権設定のた

めの一時金 

(千円) 

- 

(千円) 

- 

(千円) 

- 

(千円) 

- 

④介護サービスの

改善を図るための

既存施設等の改修 

(千円) 

50,476 

(千円) 

33,650 

(千円) 

16,826 

(千円) 

- 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
(千円) 

1,716,308 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の

別 
（注３） 

（注４） 

公 

(千円) 

- 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

1,144,205 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

572,103 

民 うち受託事業

等（再掲） 

(千円) 

1,144,205 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

1,716,308 

その他（Ｃ） 
(千円) 

- 

備考（注５）  

（注１）事業者が未定等のため，総事業費が不明の場合は，記載なし。 

（注２）事業者が未定で，事業者負担額が不明の場合は，記載なし。 
（注３）事業主体が未定で，かつ，想定もできない場合は，記載なし。 
（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で，施設の運営が「民」の場合，基金充当 

   額（国費）における公民の別としては，「公」に計上。 
（注５）備考欄には，複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載。 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 
 
 
 
 



 

 
 

<介護分> 

 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 

 

５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

事業名 【No.１（介護分）】 
認知症対策推進強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,039 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県（委託先：茨城県歯科医師会，茨城県薬剤師会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 

【いばらき高齢者プラン 21 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

・歯科医師の認知症対応力向上研修受講者数 0人→500 人 

・薬剤師の認知症対応力向上研修受講者数 0人→900 人 

事業の内容 ① 歯科医師向け認知症対応力向上研修の実施（年２回） 

② 薬剤師向け認知症対応力向上研修の実施（年２回） 

アウトプット指標 ① 歯科医師等の研修会受講（受講者 200 人/年） 

② 薬剤師の研修受講（受講者 300 人/年） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

研修受講により、認知症の方への対応力を向上し、高齢者等と接

する中で、認知症の疑いのある人に早期に気づき、かかりつけ医

等と連携し対応する歯科医師及び薬剤師数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,039 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,359 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

680 

民 (千円) 

1,359 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,039 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,359 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【No.２（介護分）】 
介護人材医療知識取得促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,039 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県（委託先：公益社団法人 茨城県看護協会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：  

【第７期いばらき高齢者プラン 21 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容 ①介護従事者等向け研修 

②介護従事者等の人材養成支援 

③医療依存度の高い利用者の受入れ状況調査 

アウトプット指標 ①介護従事者等向け研修 
  受講者数：約 200 名（介護職員，看護職員） 

②介護事業所における医療ﾆｰｽﾞ対応状況把握調査 

対象事業所数：約 200 事業所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

超高齢社会の中、医療依存度の高い利用者の増加に対応する研修

を実施することにより、それら利用者に対応する事業所の質の向

上に取り組むとともに、介護サービス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,039 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

- 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,693 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,346 

民 (千円) 

6,693 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,039 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,693 

その他（Ｃ） (千円) 

- 

備考（注３）  

 
 
 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【No.３（介護分）】 
①介護職 PR 事業 

②人材確保 PR 事業 

③進路選択学生等支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

23,344 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 ①、②茨城県（委託先：民間事業者）③介護福祉士養成施設 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 
【第７期介護保険事業計画 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容 ①介護職のイメージアップを図るため、パンフレットを作成し県

内の中学生等に配付。 
②福祉・介護に係るホームページによる継続的な情報発信。 
③学生、社会人、主婦等の地域住民を対象に、進路・就職相談、

介護体験やセミナーを実施。 

アウトプット指標 ①パンフレットの作成・配付 ②ホームページによる情報発信 

③高校等を訪問し、介護セミナー等を実施。 
アウトカムとアウトプット

の関連 

・パンフレットの作成・配布やホームページによる情報発信によ

り、介護職の魅力ややりがいを理解してもらうことで介護職員

の増を図る。 
・学生、社会人等を対象とした、進路、就職相談などにより介護

職への理解を深め、介護職員数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

23,344 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

15,563 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,781 

民 (千円) 

15,563 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

23,344 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

15,563 

その他（Ｃ） (千円) 

- 

備考（注３）  

 
 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.４（介護分）】 
介護人材確保育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

212,734 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県（委託先：人材派遣会社） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 
【第７期介護保険事業計画 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容 就職希望者を介護施設等に派遣し、研修を受講させることにより

直接雇用に繋げる。また、派遣対象者に介護周辺業務を担うシニ

ア枠を設け、人材の確保と介護専門職員の負担軽減等を図る。 

アウトプット指標 就職希望者を介護事業所・施設に 200 人派遣後、130 人直接雇 

用へ移行 
アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職員数の増及び資質の向上、介護専門職員の負担軽減等によ

る離職防止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

212,734 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

141,822 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

70,912 

民 (千円) 

141,822 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

212,734 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

141,822 

その他（Ｃ） (千円) 

- 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事

業 

事業名 【No.５（介護分）】 

外国人介護福祉士確保事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,450 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 県内介護福祉士養成施設 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 
【第７期介護保険事業計画 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容  県内介護福祉士養成施設が留学生に対し行う、カリキュラム外

における日本語や日本文化及び介護分野の専門的な知識に係る

学習等支援に要する経費を補助。 

アウトプット指標 介護福祉士養成施設への外国人留学生の入学者数７０人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 外国人留学生への日本語学習等支援をすることにより、介護福

祉士資格取得を促進し、介護職員数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,450 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

0 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

10,967 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,483 

民 (千円) 

10,967 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

16,450 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

10,967 

その他（Ｃ） (千円) 

- 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.６（介護分）】 
勤務環境改善支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,493 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県（委託先：茨城県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 
【第７期介護保険事業計画 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容 職員の確保及び定着に繋がる職場環境改善セミナー等を実施 

アウトプット指標 セミナー参加者数 100 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

人材確保や勤務環境改善に係るセミナー等を実施することによ

り、施設・事業所の経営者及び職員の勤務環境改善についての意

識を高める。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,493 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,329 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,164 

民 (千円) 

2,329 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,493 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,329 

その他（Ｃ） (千円) 

- 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成事業 

事業名 【No７（介護分）】 
介護予防・生活支援対策強化事業費（介護予

防に資するシルバーリハビリ体操の一層の

普及啓発） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

863 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県  

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民が介護予防の重要性を認識し、自主的、かつ継続的に介護予

防に取り組める体制の構築を図る。 

アウトカム指標：  

【第７期いばらき高齢者プラン２１ 計画期間：H30～R2 年度】 

・シルバーリハビリ体操指導士養成数（累計）11,000（令和２年

度目標）【現況：9,236（H31 年度）】 

事業の内容 ○指導士養成広報強化 

・シルバーリハビリ体操新聞広告業務 

○指導士の意識向上 

・シルバーリハビリ体操指導士感謝状贈呈式 

アウトプット指標 ・シルバーリハビリ体操指導教室延開催数 40,989 【H31 年度 

現況】 

・同教室参加住民延数 565,491 【H31 年度現況】 
アウトカムとアウトプット

の関連 

・シルバーリハビリ体操指導士の養成により、県民自身による介

護予防の意識付けにつながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

863 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

575 

基金 国（Ａ） (千円) 

575 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

288 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

863 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

－ 

備考（注３）  

 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業 

事業名 【No.８（介護分）】 
介護人材確保対策連携強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,813 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において，安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 
【第７期介護保険事業計画 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容 介護従事者の確保・定着に向けた総合的な取組を実施するため、

行政、関係機関、団体等で構成する介護人材確保対策検討会を開

催する。 
アウトプット指標 福祉人材確保対策検討会３回開催、幹事会３回開催 
アウトカムとアウトプット

の関連 

福祉人材確保検討会及び幹事会において、人材確保に係る取組み

等の検討を行う。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,813 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,209 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,209 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

604 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,813 

うち受託事業等 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【No.９（介護分）】 
介護に対する理解促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,557 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県（委託先：茨城県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 

 【第７期介護保険事業計画 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容 中・高校生を対象とした福祉キャラバン隊の実施 

アウトプット指標 参加者数 ５００名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職のやりがい等について説明することにより、介護職のイメ

ージアップを図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,557 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,038 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,519 

民 (千円) 

7,038 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,557 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

7,038 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 
 



 

 
 

 
 
 
 
 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介

護の職場体験事業 

事業名 【No.１０（介護分）】 

職場体験事業 
【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,608 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県（委託先：茨城県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 

 【第７期介護保険事業計画 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容 介護の仕事に関心のある者を対象に、介護現場での職場体験を

実施。 
アウトプット指標 職場体験事業参加者数 １５０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

就職希望者に実際の職場の雰囲気やサービスを知ってもらい、

事業者には就職希望者の意向等を理解してもらうことにより、双

方のイメージギャップを埋めることにより、円滑な就労を支援す

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,608 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

- 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,405 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,203 

民 (千円) 

2,405 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,608 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

2,405 

その他（Ｃ） (千円) 

- 

備考  



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.１１（介護分）】 
介護職員初任者研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,725 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県（委託先：茨城県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 
【第７期介護保険事業計画 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容 介護職員初任者研修受講経費の一部を助成。 

アウトプット指標 補助対象者 ３０人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

経費の一部助成により、介護人材の確保及び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,725 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,817 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

908 

民 (千円) 

1,817 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,725 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,817 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業 

事業名 【No.１２（介護分）】 
マッチング機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,319 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県（委託先：茨城県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 

 【第７期介護保険事業計画 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容 就職相談会、ハローワークでの出張相談会の実施。施設・事業所

の求人条件の改善等に資するセミナー等の実施。 

アウトプット指標 採用者数（マッチング数） ５０人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

多様な人材層の参入、マッチングの促進。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

17,319 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

11,546 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,773 

民 (千円) 

11,546 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,319 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

11,546 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業 

事業名 【No.１３（介護分）】 
フォローアップ強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,417 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県（委託先：茨城県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 

 【第７期介護保険事業計画 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容 定着支援アドバイザーによる求職から就職後まで包括定な支援

の実施及びカウンセラーによる相談窓口等の設置。 

アウトプット指標 フォローアップ対象者数 ２００人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

求職から就職後まで包括的な支援をすることにより、参入の促進

及び職員の定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,417 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,945 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,472 

民 (千円) 

4,945 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,417 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,945 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成 ・ 

資質向上事業 

事業名 【No.１４（介護分）】 

介護予防総合支援事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

458 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：研修の受講者数：２５０人 

事業の内容 地域包括支援センターの職員の技能向上を図り、多様な業務を行

う地域包括支援センターの機能強化につなげるための研修の実

施。  

アウトプット指標 ①地域包括支援センター初任者向け研修（１回） 
②地域包括支援センター現任者向け研修（１回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

高齢者が住み慣れた地域において、健康で自立した日常生活を送

ることができ、できる限り要介護状態にならないように事業の実

施主体である市町村を総合的に支援し、介護予防を実行できる職

員の増をはかる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

458 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

305 

基金 国（Ａ） (千円) 

305 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

153 

民 (千円) 

－ 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

458 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

－ 

その他（Ｃ） (千円) 

－ 

備考（注３）  

 
 
 
 
 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【No. １５（介護分）】 

介護支援専門員養成研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,027 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県、茨城県ケアマネジャー協会、茨城県社会福祉協議会、 

茨城県介護労働安定センター 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護支援専門員数 3,408 人→ 3,750 人 

 

事業の内容 ・介護支援専門員に対し、専門研修及び更新研修を実施して、必

要な知識・技能を習得し、資質の向上を図る。 

・研修講師の資質向上や研修内容の適正化を図り、より質の高い

研修体制を構築する。 

アウトプット指標 受講者アンケートにおける、研修受講前と修了後の理解度増加項

目数 全項目 
アウトカムとアウトプット

の関連 

介護支援専門員に質の高い研修を提供することにより、介護支援

専門員の質の向上に取り組むことで、介護支援専門員数の増を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1，027 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

685 

基金 国（Ａ） (千円) 

685 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

342 

民 (千円) 

－ 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1，027 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

－ 

その他（Ｃ） (千円) 

－ 

備考（注３）  

 
 
 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【No.１６（介護分）】 
キャリアパス導入促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,460 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県（委託先：茨城県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 

 【第７期介護保険事業計画 計画期間：平成 30年度～令和 2年度】 

 ・介護職員数 34,959 人 → 41,929 人 

事業の内容 キャリアパス構築・活用事例等のセミナーや介護福祉士受験対策

講座の実施。 

アウトプット指標 延べ参加者数 ４００人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

各施設・事業所のキャリアパス構築等の促進。現任介護職員のキ

ャリアアップの促進。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,460 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,973 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,487 

民 (千円) 

2,973 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,460 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,973 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

事業名 【No.１７（介護分）】 
認知症ピアサポート活動等推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

980 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全高齢者福祉圏 

事業の実施主体 茨城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 

2025 年度までに、全市町村で、本人や家族のニーズと認知症サ

ポーターを中心とした支援をつなぐ仕組みを整備 

事業の内容 ① チームオレンジコーディネーター研修等の実施（2回） 

② 認知症サポーター活動促進検討会の開催（2回） 

アウトプット指標 ① コーディネーター研修受講（受講者 100 人/年） 

② 認知症サポーター活動促進検討会（回数 2/年） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

チームオレンジの効果的な運営ができるコーディネーターを養

成するとともに、チームオレンジの活性化に向けた検討を行い、

市町村で認知症の人や家族を支え合う枠組みづくりを推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

980 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

653 

基金 国（Ａ） (千円) 

653 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

327 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

980 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 


